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用   語 内            容 

事業名称及び範囲に関する用語 

横浜地方合同庁舎（仮

称）整備等事業 

入札公告に示される特定事業を示し、以下の各業務を行う。 

①本施設等の施設整備業務 ②本施設等の維持管理業務 ③本施設等の運営業務 

本事業 
事業契約書等及びＰＦＩ法に基づいて実施する横浜地方合同庁舎（仮称）整備等事業を

いう。 

本件工事 本施設の建設工事及び既存建物等の解体撤去業務のそれぞれ及びその総称をいう。 

要求水準 事業者が本事業を実施するにあたり、満たすべき水準その他の事項をいう。 

業務要求水準書 国が本事業の実施にあたり、事業者に履行を求める要求水準を示す書類をいう。 

別添資料 
業務要求水準書の内容を具体的に示した設定条件に関する資料であり、業務要求水準書

の一部である。 

参考資料 業務要求水準書の内容を検討する際の資料であり、参考に示すものである。 

敷地及び施設部位に関する用語 

事業敷地 
横浜地方合同庁舎（仮称）整備等事業 事業契約書（案）の鑑に記載されている事業場所

である敷地をいう。 

本施設等敷地 事業敷地のうち、本施設等に利用する敷地を区分け特定する場合に用いる。 

民間収益事業敷地 事業敷地のうち、民間収益事業に利用する敷地を区分け特定する場合に用いる。 

水際線プロムナード 事業敷地南側に隣接する歩道状の公園（赤レンガパークの一部）をいう。 

本施設 

新たに整備する施設のうち、主に入居官署の専用部及び共用部（新設付帯施設を除く機

能上必要な部分）を配置した建築物、並びに当該建築物に付帯する建築設備及び工作物

の部分をいう。 

新設付帯施設 
官用車車庫、来庁者用駐車場、官用自転車置場、来庁者用駐輪場、その他事業者提案に

て設置する付帯施設をいう。 

官用車 国が直接調達し、公用として用いる車両をいう。 

官用車車庫 新設附帯施設のうち、官用車用の駐車場をいう。 

来庁者用駐車場 新設附帯施設のうち、来庁者用の駐車場をいう。 

官用自転車置場 新設附帯施設のうち、官用自転車用の駐輪場をいう。 

来庁者用駐輪場 
新設附帯施設のうち、来庁舎の自転車、原動機付自転車、自動二輪者、等のための駐輪

場をいう。 
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用   語 内            容 

外構 植栽、舗装及び工作物（門、囲障及び擁壁等）をいう。 

本施設等 本施設、外構及び新設付帯施設をいう。 

横浜税関分関 本事業で解体撤去する既存横浜税関分関をいう。 

横浜第一港湾合同庁舎 本事業で解体撤去する既存横浜第一港湾合同庁舎をいう。 

地中障害物等 本事業で解体撤去する既存配管等の地中の障害物をいう。 

埋蔵文化財 本事業で発掘調査等を行うものをいう。 

既存建物等 
本事業にて解体撤去する横浜税関分関、横浜第一港湾合同庁舎、地中障害物、埋蔵文化

財、現に事業敷地に存する外構をいう。 

接地階 建築基準法の階に係らず、本施設等敷地から直接的にアクセスが可能な階をいう。 

専用階段 共用部の階段で、特定の職員と緊急時のみに使用が限定されるものをいう。 

主玄関 職員、来庁者等が出入する本施設の主要な出入口をいう。 

通用口 主玄関以外の本施設の出入口をいう。 

最終退館口 
通用口の内、開庁時間以外の時間に職員、その他職員、来庁者等が出入する出入口をい

う。 

要求水準書全般に関する用語 

事業者 
基本協定書に基づいて構成員が本事業の実施のみを目的として会社法（平成 17 年法律第

86 号）に定める株式会社として設立した新会社をいう。 

入札参加者 第一次審査を経て競争参加資格があると認められた者をいう。 

入居官署 業務要求水準書に定める本施設に入居する国の機関の総称をいう。 

職員 本施設における公共サービスの提供に携わる入居官署の職員をいう。 

その他職員 職員以外の国の職員をいう。 

一般来庁者 主に本施設の公共サービスの提供を受けることを目的とした者をいう。 

納入業者等 国の業務に必要な資材、サービスを届ける業者等をいう。 
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用   語 内            容 

その他来庁者 来庁者のうち、一般来庁者、納入業者等以外の者をいう。 

来庁者 本施設等を訪れる一般来庁者、納入業者、その他来庁者をいう。 

業務従事者 事業者のもとで維持管理・運営業務に従事している者をいう。 

維持管理担当者 業務従事者のうち、建築設備運転監視・点検保守業務に従事する者をいう。 

来庁者等 来庁者及び業務従事者をいう。 

施設管理機能 
施設運営、保全業務の支援及び各種情報提供を行うため、中央監視装置内のデータやオ

ペレーターの入力データを蓄積・演算して表示及び印字ができる機能をいう。 

保守 
建築物等の必要とする性能又は機能を維持する目的で行う消耗部品又は材料の取替え、

注油、汚れ等の除去、部品の調整等の軽微な作業をいう。 

保全 
建築物（設備を含む）及び諸施設、外構、植栽などの対象物の全体または部分の機能及

び性能を使用目的に適合するようにすることをいう。 

劣化 建築物等の全体又は各部材が、当初の性能・機能の状態から低減していくことをいう。

日常清掃 日単位等の短い周期で日常的に行う清掃業務をいう。 

定期清掃 月単位、年単位に長い周期で定期的に行う清掃業務をいう。 

点検 
建築物等の機能及び劣化の状態を一つ一つ調べることをいい、機能に異常又は劣化があ

る場合、必要に応じ対応措置を判断することを含む。 

修繕 
建築物等の劣化した部分もしくは部材又は低下した性能もしくは機能を原状又は実用上

支障のない状態まで回復させることをいう。 

改修 建築物等の性能・機能を改善することをいう。 

緊急事態 
災害、事件、事故、故障が生じる事態並びにこれら又はその他に起因して行政機能もし

くは庁舎機能に支障を来す事態をいう。 

緊急時 緊急事態が生じる又は生じている状況をいう。 

管理官署 
合同庁舎内にあって、庁舎全体の管理を行う部署をいう。国側の窓口として事業者の維

持管理・運営業務について、業務依頼、業績監視等を行う。 

開庁日 閉庁日以外の日をいう。 

閉庁日 
行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第１条に規定された行政機関の

休日をいう。 

開庁 本施設の主玄関を開いている状態をいう。 
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閉庁 本施設の主玄関を閉じている状態をいう。 

災害対策関連システム

等 
国が別途整備する、災害時に活用するモニタ、ＦＡＸ、無線等のシステム一式をいう。

消火設備 

「消防法施行令（昭和 36 年 3 月 25 日政令第 37 号）」に規定する消火設備並びに「公

共施設建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・

環境課）」第 5 編第 6 章消火設備に規定する消火設備をいう。  


